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• 鈴木純一・増成敬三・根本和郎・孕石真浩・紺野仁志・佐藤正昭・川上淳史・清水千弘(2021)「入
札情報を用いたアウトプット型土木工事価格指数の作成」、総務省統計委員会担当室ワーキング
ペーパー 2020-WP01.

• 肥後雅博・才田友美・清水千弘・舘祐太(2022), 「行政記録情報を用いた建築物価指数の作成ー
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計委員会担当室ワーキングペーパー近刊
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対象物件 民 間 公 的 合 計

住 宅
19.3兆円
（28％）

0.3兆円
（0％）

19.6兆円
（28％）

非住宅
建物

11.8兆円
（17％）

2.8兆円
（4％）

14.6兆円
（21％）

建築補修
10.1兆円
（15％）

1.8兆円
（3％）

11.8兆円
（17％）

土 木
6.7兆円
（10％）

16.3兆円
（24％）

23.0兆円
（33％）

合 計
47.9兆円
（69％）

21.2兆円
（31％）

69.0兆円
（100％）

（２０１９年の建設投資額）
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１．なぜ、建設物価指数が問題か
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1-1. 名目額（産出額、支出額・・）を実質化するための物価指数

① デフレーターとは

• デフレーターとは、名目額から実質額を算出するために用いる物価指数。ＳＮＡ
では、ある基準時点の価格で比較時点の数量を評価した価額を実質額と呼ぶ。

② 物価指数とは

• 物価指数とは、①品質を固定した商品（財・サービス）の市場取引価格を継続
的に調査。各商品の価格を基準時点＝100となるように指数化したうえで、②個
別商品の価格指数を取引金額に応じたウエイトで加重平均したもの。

③ デフレーターとして利用する物価指数の条件

• デフレーターとして利用する物価指数は、カバレッジ（金額の算出範囲）につい
て、名目額と平仄が合っていることが条件。

⇒ 産出額（出荷額）は、生産者段階の物価指数（企業物価指数、企業向けサー
ビス価格指数）で、 家計消費支出額は、消費者購入段階の物価指数（消費者
物価指数）で、各々デフレートする。
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1-2. 通常の作成手法では、建設物価指数の作成は困難
➀ 同一の品質・内容の商品が繰り返し取引される場合、当該商品の価格推移
を観測することで、品質一定の物価指数を作成することが可能である。

（例）Ｈ形鋼１トン＜商品の品質はＪＩＳ規格で固定＞

• Ｔ年１月 ５万円 ⇒ Ｔ年２月 ５．５万円 ・・・ ⇒ Ｔ＋１年１月 ７万円

⇒ 定型の商品は継続的に生産・出荷されるので、同一商品の出荷価格を継
続的に調査し、指数化すれば、物価指数となる。⇒ 普通の「物価指数」

② しかし、同一の品質・内容の建物・土木構築物は、繰り返し取引されないの
が普通（建物や土木構築物は、完全なオーダーメード商品）。市場取引価格の
推移を継続的に観測できないので、品質一定の「アウトプット型」建設物価指
数の作成は困難。

（例）東京都千代田区大手町○○に建設される５０階建てのオフィスビル

• Ｔ年１月 ５００億円で発注 ⇒ Ｔ年２月 なし ⇒Ｔ年３月 なし・・・・・ ？？

⇒ オフィスビルは完全なオーダーメード。同一規格のオフィスビルは、二度と
建設されない。同一の商品の価格を追跡できないので、物価指数を作成す
ることは不可能である。建設物価指数は、普通の方法では作成できない。

6



1-3. 代替的な手段：「投入コスト型」建設物価指数の利用
• 市場取引価格ベースの建設物価指数の
作成が難しいため、ＳＮＡでは、代替的な手
法として、「投入コスト型」の建設物価指数
を作成し、デフレーターとして利用。

ーー 国土交通省も、投入コスト型の「建設
工事費デフレーター」を作成・公表。

• 具体的には、中間投入される財・サービス
の物価指数と、雇用者報酬に対応する賃金
統計を投入ウエイトで加重平均して、建設
物価指数を作成している。

• 営業余剰など残る付加価値部分（同１
４％）は、物価指数の対象外。物価指数と産
出額では、算出範囲が一致していない。

• 建設される建物が同一でコストが不変で
も、建設会社の利潤拡大に伴い、建物が値
上がりすれば、名目産出額は増加。しかし、
「投入コスト型」物価指数は上昇しないた
め、建設の実質産出額が増加してしまう。
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（建設業の投入・産出構造：２０１７年） 「
投
入
コ
ス
ト
型
」建
設
物
価
指
数
の
算
出
範
囲

投入項目 利用する物価指数

中間投入

財 企業物価指数

サー
ビス

企業向けサービス価格指数

雇用者報酬 「毎月勤労統計」建設業の賃金

（「投入コスト型」建設物価指数に用いる主な価格データ）

（出所）国土交通省ＨＰ、内閣府

本
来
の
物
価
指
数
の
範
囲

中間投入
３４．９兆円

54%

産出額

６５．０兆円
雇用者報酬
２０．５兆円

32%

営業余剰・混合所得
固定資本減耗・税等
９．６兆円 14％
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1-5. 第３期「基本計画」におけるデフレーター改善への取り組み

○ デフレーター改善については、統計改革推進会議「最終とりまとめ」で指摘。

「第３期公的統計の整備に関する基本的な計画」では、次の事項を記述。そのな
かでは、建設物価指数の作成（価格の把握）は、重要な課題として整理。

課 題 担当府省 取り組み方針

医療・介護、教育の質
の変化を反映した価格
の把握手法とその応用

内閣府・
関係府省

厚生労働省、文部科学省等と連携し、２０
１７年度に開始する包括的な研究を推進

建設（市場価格取引
ベース）・小売サービス
（マージン）の価格の

把握手法

日本銀行が国土交通省の参画を得て行う
共同研究の成果及び日本銀行が総務省・
経済産業省等からデータ・関連情報の提
供等の協力を得て行う研究成果も踏まえ、
関係府省等と連携し、一連の研究成果の

活用方法についても検討



２．「アウトプット型」建設物価指数の作成

ー 作成方法の選択 ー

10



2-1. 「投入コスト」型物価指数に代わる物価指数が必要

 建設市場の需給環境の変化により、建設会社の利潤が大
きく変動する。このため、建設資材の物価指数と人件費の賃
金統計を加重平均した「投入コスト型」物価指数では、建物
や土木構築物の市場価格（請負契約価格）は分からない。
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建設資材コスト
（中間投入）

人件費
（雇用者報酬）

建設会社の
利潤など

建物・土木構築物
の請負契約価格

（建物・土木構築物の請負契約価格）

 建物や土木構築物の市場価格を直接計測する「アウトプッ
ト」型物価指数が必要。

 同一の建物や土木構築物は存在しないのが普通。物価指
数の作成方法に工夫が必要。どのように作成するか？



2-2. 「アウトプット型」建設物価指数をどのように作成するか
• 同一の建物や土木構築物が繰り返し建設されることがないことから、品質
（＝建物や土木構築物の内容）を一定とする建設物価指数を作成するには、
新たな手法の開発を行う必要がある。こうしたオーダーメード商品に対する
物価指数作成方法としては、以下の３つの手法が代表的な候補。
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手 法 概 要
建設物価指数での適

用例
他の物価指数での

適用例

モデル価格
アプローチ

仮想的な建物・土木構築物モデル
を設定。当該モデルを建設した場
合の価格をコスト積み上げで積算
（建設会社の利潤を含む）。積算
価格を物価指数とする。

米国・ドイツ・英国・カ
ナダなどで採用

企業物価指数・企業
向けサービス価格
指数において、オー
ダーメード財・サー
ビスに該当する一
部品目で採用

層別化アプローチ

建物の産出価格データと品質を構
成する属性データを収集し、デー
タを主要な属性で層化（細分化）。
細分化された層ごとに算出した平
均価格から物価指数を作成する。

建築着工統計の調査
票情報を活用した本
研究による試算

消費者物価指数「民
営家賃」

企業物価指数「鋼
船」など

ヘドニック
アプローチ

建物の産出価格データと品質を構
成する属性データを収集し、ヘド
ニック関数を推計。時系列ダミー
項から物価指数を作成する。

米国で採用

建築着工統計の調査
票情報を活用した本
研究による試算

不動産価格指数
など



2-3. 各国で作成されている建設物価指数

米国 カナダ ドイツ 英国

居住用

戸建て
New single-family houses 

under construction

New Housing Price 
Index（ストック統計で

使用）

Construction 
Price Index

Construction 
Cost Index

Construction 
Output Price 

Indices

集合住宅
New multi-family houses 

under construction
Apartment Building 

Construction Price Index

不動産仲介 PPI for real estate brokerage Average selling price of 
existing homes sold

非居住
用

非居住用
建築物

PPI for construction (Office, 
warehouses, mobile 
structures, industrial 

buildings)

Output prices indexes 
for building investment 
(Prices for work put in 

place by the Price 
Division)

土木建設

Handy-Witman
construction cost indexes, 

Federal highway 
Administration composite 

index for highway 
construction costsなど

Input prices indexes 
for engineering 

construction (based on 
wages, materials & 

overhead costs)
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青字：モデル価格アプローチ 赤字：ヘドニックアプローチ

• 諸外国で作成されている建設物価指数では、建物・土木構築物の価格調査
の困難を克服するため、モデル価格アプローチとヘドニックアプローチが採用
されている事例が多い。



2-4. モデル価格アプローチの事例：米国
指数名：Producer Price Index for Construction （非住宅を対象）

（セットアップ）
４つの地域（Northeast, Midwest, South, West）に分け、地域ごとに代表的な「建築物モデ
ル」を設定

• 建設コスト積算会社から、過去の建設プロジェクトのデータを購入し、各地域において代
表的とみられる建設プロジェクト（＝建築物モデル）を選定

• 建築物モデルを建造するために必要なすべての「工事モデル」、そのモデル工事を行う
ために必要な作業である「構成要素（資材・設置費）」を定義する。「建築物モデル」を「工
事モデル」と「構成要素」に分解して価格を積算する。

（月次の物価指数の作成手順）

• 毎四半期、建設コスト積算会社が構成要素のコストを算定（積算により、工事モデルお
よび建築物モデルの投入コストを計算）

⬇
• 毎月、専門工事業者に対して、工事モデルについて、上乗せする「利益および間接費」

を聴取
⬇

• 毎月、総合建設会社に対して、建築物モデルについて、施工管理をするうえで上乗せす
る「利益および間接費」を調査

⬇
• 以上を積み上げ、建築物モデルの最終的な工事請負価格を算出する⇒建設物価指数 14



2-5. モデル価格アプローチの問題点
1. 建築物モデルや工事モデルの一部の生産要素について代表性が失われた

場合に、価格指数が実勢を反映しなくなる可能性。

⇒ 米国では、専門家（建設コスト積算会社）とともに、定期的に建築物モデルを
見直すことで、モデルの代表性を確保。

２． モデル価格は、仮想モデルの積算価格であり、実際の取引価格ではないた
め、実勢からかい離する可能性。実態を反映しているかの確認が重要。

⇒ 米国では、毎月、各業者が回答する際に、受注残や工事の複雑さや規模、
経済状況など入札価格に影響を与える要因を確認。実勢価格が調査できる
ように工夫。

３． モデル設計を行うために、統計作成部局に建設の専門知識を有する人材を
確保する必要があるなど、統計作成コストが高い。仮想的な見積価格を毎月報
告する建設会社・工事業者の報告者負担も重い。
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 統計の専門家リソースが極端に不足し、企業の報告者負担を増やすこと
が難しい日本の統計作成環境のもとでは、モデル価格アプローチを用いて
精度の高い建設物価指数を作成するのは困難。

 統計作成コストが低い層別化アプローチ、ヘドニックアプローチで、「アウ
トプット」型建設物価指数を作成できないか、検討することが望ましい。



2-6. 本研究のアプローチ
• 本研究では、建物の建築に関する全数統計である「建築着工統計」の調査

票情報を利用して、層別化アプローチならびにヘドニックアプローチによる「ア
ウトプット」型の「建築物価指数」の試作を行う。

• なお、「建築着工統計」の調査票情報を用いる本研究のアプローチにより、
建設投資額の約５割をカバー（水色の部分）することが可能である。
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対象物件 民 間 公 的

住 宅
層別化アプローチ／
ヘドニックアプローチ非住宅

建物

建築補修
モデル価格アプローチ
（建設会社への調査）

モデル価格アプローチ
（公的データの活用）

土 木

対象物件 民 間 公 的 合 計

住 宅
19.3兆円
（28％）

0.3兆円
（0％）

19.6兆円
（28％）

非住宅
建物

11.8兆円
（17％）

2.8兆円
（4％）

14.6兆円
（21％）

建築補修
10.1兆円
（15％）

1.8兆円
（3％）

11.8兆円
（17％）

土 木
6.7兆円
（10％）

16.3兆円
（24％）

23.0兆円
（33％）

合 計
47.9兆円
（69％）

21.2兆円
（31％）

69.0兆円
（100％）

（注）ここでの建設投資額（2019年：69.0兆円）は、ＳＮＡにおける固定資本
形成（建設投資向け）（同：65.0兆円）に加え、ＳＮＡで中間消費扱いさ
れる「維持・修理工事」（同：4.0兆円）を加えたものである。このため、
「建設補修」には、「維持・修理工事」のほか「改装・改修工事」を含む。

（出所）内閣府「国民経済計算」、国土交通省「建設工事施工統計調査」か
ら筆者推計

（有効な建設物価指数の作成方法） （２０１９年の建設投資額）



３．「建築着工統計」の調査票情報を用い

た「アウトプット型」建築物価指数の推計
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3-1. 建築着工統計の概要➀：調査概要・調査項目
• 建築基準法では、建築主は、建物（１
０㎡以上）の建築の際に、「建築工事
届」を都道府県知事（実際には区市町
村経由）に提出することが義務付けら
れている。

• 国土交通省は、「建築工事届」を集計
して、「建築着工統計」を公表している。

• 本研究で利用した調査票データは、２
００５年１月～２０２０年１２月までの１６
年間。データ件数は７９２万件（年平均
５０万件）。建築物件を悉皆的にカバー
する行政記録情報であり、建物の価格
と属性情報を大量に得ることができる。

• 属性情報としては、建物の工事費予
定額のほか、建物の建築主、構造、用
途、工事の種類、地上および地下の階
数、床面積などの情報が利用可能。
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（建築着工統計の調査項目）







3-4. 層別化アプローチ➀：４つのステップで作成
（作成する指数）

• 「住宅」「非住宅建物」の２つに大きく
区分。さらに構造別（木造、鉄骨造、鉄
筋コンクリート造、その他）に区分して
指数を作成。

• 指数は四半期平均で作成する。指
数算式には幾何平均を使用。

（作成手順）

➀ 建物の品質を示す、建築物の構造、
建築工法、建て方、地域、用途（利用
関係）などの属性を基準として、デー
タを区分する（「層化」と呼ぶ）。これは、
同一層内における建物の品質をでき
るだけ均一とするためである。

② 細分化した層ごとに、層内に含まれ
る全物件の工事費予定額と延べ床面
積を合計し、工事費予定額の床面積
当たり単価（工事費予定額÷延べ床
面積）を算出。 21

 属性項目 内容 

住宅 建築工法 プレハブ、ツーバイフォー、その他（在来工法） 

 建て方 一戸建、長屋建、共同住宅 

 構造 木造、鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄筋コンクリート造、鉄
骨造、コンクリートブロック造、その他 

 都道府県 47 都道府県 

 利用関係 持家、貸家、給与住宅、分譲住宅 

非住宅 多用途の有無 多用途建築物、その他 

 用途 標準産業分類（中分類） 

 構造 木造、鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄筋コンクリート造、鉄
骨造、コンクリートブロック造、その他 

 都道府県 47 都道府県 

 

（層化を行う属性項目）

建物の品質を左右する項目で層化を行う。

 住宅：５つの項目で層化

「建築工法」「建て方」「建物の構造」「地域
（都道府県）」「利用関係」

 非住宅：４つの項目で層化

「多用途の有無」「用途」「建物の構造」
「地域（都道府県）」



3-5. 層別化アプローチ②：４つのステップで作成

22

③ 床面積当たり単価を2011年度＝100で指数化し、層ごとに個別指数を
作成。

―― データが存在しない（欠測値）層については、同一層の前四半期
の値で補完を行う（「前期横置き補完」）。

④ 層ごとの個別指数を、2011年度の工事費予定額ないしは工事件数から

算出した各層のウエイトによって加重平均し、上位階層（住宅・木造、住
宅・鉄骨造・・・、非住宅・木造、非住宅・鉄骨造・・・）の物価指数を作成。

②各セグメントの床面積当たり単価（平米単価：工事費予定額÷床面積）を算出

➀建築物の属性（建築工法、構造など）をもとに層化
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3-6. ヘドニック・アプローチ➀︓推計式／推計方法

log𝑝𝑝𝑖𝑖 = 𝛼𝛼 + �
𝑗𝑗=1

𝑛𝑛

𝛽𝛽𝑗𝑗𝑥𝑥𝑖𝑖,𝑗𝑗 + �
𝑘𝑘=2

𝑚𝑚

𝛿𝛿𝑘𝑘𝑑𝑑𝑖𝑖,𝑘𝑘 + �
𝑡𝑡=2

𝑇𝑇

𝛾𝛾𝑡𝑡𝑇𝑇𝑇𝑇𝑖𝑖,𝑡𝑡 + 𝑢𝑢𝑖𝑖

𝑝𝑝𝑖𝑖：建築物𝑖𝑖の平米単価、𝛼𝛼：定数項、𝑥𝑥𝑖𝑖,𝑗𝑗：建築物𝑖𝑖の第𝑗𝑗番目の属性（数値）、

𝛽𝛽𝑗𝑗：数値データのパラメーター、𝑑𝑑𝑖𝑖,𝑘𝑘：建築物𝑖𝑖の第𝑘𝑘番目の属性（ダミー）、

𝛿𝛿𝑘𝑘：ダミー変数のパラメーター、𝑇𝑇𝑇𝑇𝑖𝑖,𝑡𝑡：建築物𝑖𝑖の調査月𝑡𝑡（タイムダミー）、

𝛾𝛾𝑡𝑡：タイムダミーのパラメーター、（品質調整済みの物価をあらわす）、
𝑢𝑢𝑖𝑖：誤差項

【片側対数線形型】

• 個票データを基に、下記のヘドニック関数を推計。関数におけるタイムダ
ミー項の係数から物価指数の作成を行う。

① 推計期間は、2005年１月～2020年12月。月次で関数推計を行う。

② 関数の推計は、住宅４区分（住宅・木造、住宅・鉄筋コンクリート造、住宅・鉄

骨造、住宅・その他）、非住宅建物４区分（非住宅・木造、非住宅・鉄筋コンク

リート造、非住宅・鉄骨造、非住宅・その他）、合計８区分に分割して行う。

③ 使用するデータは新築の建築物のみ。



3-7. ヘドニック・アプローチ②：推計式／推計方法
④ 被説明変数は床面積当たり単価（＝工事費予定額÷床面積）を使用。

Diewert (2003)に倣い、対数変換値を使用する。

➄ 説明変数における数値データは線形とし、ベーシックな片側対数線形型を最
小二乗法で推計する。

⑥ 説明変数は、利用可能な数値データや属性を基にしたダミー変数を全て使
用する。そのうち、数値データは、工事予定期間、敷地面積、延べ床面積の３
変数を住宅と非住宅の両方において使用。住宅では追加として、さらに住宅
の戸数、除却住宅ダミー×床面積の合計、の２変数を使用。

⑦ 12ヵ月のウィンドウをずらしつつ推計するローリング推計を用いる。2005年１
月～2020年12月までの192ヵ月のデータ期間で、計181回推計を行う。

ーー 国土交通省「不動産価格指数」で採用されている方法と同様。
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 推計結果の自由度調整済み決
定係数は、不動産の既存研究と同
様に、あまり高くない。建物の個別
性が強いこと、「建築着工統計」の
調査項目ではカバーされていない
建物の品質を左右する属性が存
在していることを示唆。





3-9. ベースラインの推計結果：非住宅建物
• 非住宅・ＲＣ造と非住宅・Ｓ造においても、 「アウトプット型」建築物価指数の上昇
率は、建設工事費デフレーターよりも大きくなっている。

• 2020年には、非住宅・ＲＣ造の層別化・ヘドニック両アプローチ、非住宅・Ｓ造の

層別化アプローチでは、「アウトプット型」建築物価指数が、建設工事費デフレー
ターを40％ポイント上回っており、住宅・ＲＣ造とともに大幅な上昇となっている。
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（注）層別化アプローチ１は「工事費予定額」、層別化アプローチ２は「工事件数」、各々をウエイトとしている。





４．「アウトプット型」建築物価指数の評価
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4-4. 「アウトプット型」建築物価指数でできること・できないこと
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（「アウトプット型」建築物価指数で達成できること）

➀ 層別化アプローチ・ヘドニックアプローチによる「アウトプット型」建築物
価指数は、「投入コスト型」指数では捉えることができない「建設部門の
利潤変動を反映した景気循環的な物価変動」を捕捉できる。

⇒ 建設部門の収益変動と整合的。ＴＦＰや建設投資の動きが的確に。不
動産価格の動きとも平仄。景気分析に役立つ物価指数が得られる。

（「アウトプット型」建築物価指数では分からないこと）

② 層別化アプローチ・ヘドニックアプローチによる「アウトプット型」建築物
価指数は、 「建築着工統計」の調査項目でカバーできていない建物品質

変化（耐震強度、内装など建物のグレード、設計や設備改善による品質
向上）を捉えることができない。中長期的な品質向上の捕捉に難がある。

（今後の目指すべき方向性）

③ ②の中長期的な品質向上の捕捉が難しい点はネック。しかし、現状の
「投入コスト型」物価指数では難しい、➀「利潤変動に伴う景気循環的な
物価変動」を捕捉できるだけも十分なメリット。「よりよい」物価指数を実現
するために、「建築着工統計」の調査票情報を用いた「アウトプット型」建
築物価指数を作成・公表を目指していくのが望まれるのではないか。



4-5. 「アウトプット型」建築物価指数の作成コスト

• 「層別化アプローチ」による建築物価指数の作成コストは高くない。予め選
択した属性情報でデータの層別化を行い、同一層ごとに工事費予定額の床
面積単価を計算し、指数化。それを工事費予定額のウエイトで積み上げ。層
別化アプローチでヘドニック・アプローチと近い指数が得られる。

• 初期に一度、集計プログラムを作成すれば、現在公表されている国土交通
省「建築着工統計」の公表データに追加するかたちで作成・公表が可能。
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➀ 層別化アプローチによる建築物価指数の作成は比較的容易

② ヘドニック・アプローチによる建築物価指数の作成は、初期に
一定の検討が必要。推計式が固まれば、定型作業で公表可能

• ヘドニック・アプローチによる建築物価指数は、現在、国土交通省で作成さ
れている「不動産価格指数」とほぼ同様の推計スキーム。

• 「建築着工統計」の調査票情報は比較的きれいなデータであるため、「不
動産価格指数」と比べて、データのクレンジングや外部情報によるデータ追
加などの負担は小さい。「不動産価格指数」と比べると作成コストは低いと
考えられる。


